
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

狭山
市

いるま
野農業
協同組

合

畑作
物・地
域特産
物（い
も類）

51

10aあた
り労働
時間を
37％削
減
（ばれ
い
しょ）

72時間
（H30
）

72時間 72時間 43時間 45時間 107.4%

選果場利用に
よる従来の手
選別出荷との
比較で平均
40.3％の労働
時間の削減が
図れた。

野菜
(さと
いも)

129

当該品目の
単位面積又
は単位収量
当たりの販
売額を16%以
上増加（さ
といも）

802,67
1円

(平成
29年
度)

794,34
5円

693,35
6円

781,01
1円

931,11
3円

-16.9%

収穫量は
増加した
が、豊作
により販
売単価が
前年を下
回り目標
未達と
なった。

集出荷貯蔵施設　１地
区

集出荷貯蔵施設（さと
いも、ばれいしょ）
・建屋　１棟（延べ床
面積3,345.6m2）
・選果機　２レーン
・保冷施設　１室
（197.73m2）

855,690,000 364,159,000 0 0 491,531,000 令和2年10月26日

①選果場
利用によ
る従来の
手選別出
荷との比
較で平均
40.3％の
労働時間
の削減が
図れた。
②収量は
増加した
が、豊作
により販
売単価が
前年を下
回り、目
標未達と
なった。

労働時間
削減につ
いては目
標達成と
なった
が、販売
額の増加
が販売価
格の低迷
等により
未達で
あった。
引き続き
状況の把
握、指導
を行って
いく。

東松
山市

埼玉中
央農業
協同組

合

土地利
用型作

物
（稲）

被災前
に比べ
て農畜
産物の
生産量
を１％
以上増
加

769t
(H30)

796t 1,056t 1,204t 1,169t 108.8%

ライスセン
ター機器入替
により、目標
を達成するこ
とができた。

乾燥調製施設修繕
(能力：1,995ﾄﾝ)

60,856,000 30,428,000 0 0 30,428,000 令和2年3月27日

ライスセ
ンター機
器入替に
より、目
標を達成
すること
ができ
た。

入替後の
機器等の
活用によ
り、被災
前に比
べ、増収
を実現し
目標達成
となっ
た。

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均
達成率

市町
村名

類
別

類
別

２年後
（令和
２年）
（西暦
2020
年）

事業実施後の状況②

３年後
（令和
３年）
（西暦
2021
年）

１年後
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

いるま野農業協同組合のさといも販売額の目標が未達であったため、引き続き目標達成に向けて状況把握と指導を実施していく。

成果目標の具
体的な実績①

都道府県
の評価

計画時
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

成果目標の
具体的な内

容②

達成率

事業実施
主体の評

価

計画時
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標値
（令和
３年
年）

（西暦
2022
年）

（都道府県名：埼玉県　令和４年度（西暦2022年度））

（工種、施設区分、構
造、規格、能力等）

目標値
（令和
３年
年）

（西暦
2022
年）

１年後
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

事業実
施主体

名

（対象
作物・
畜種等
名）①

２年後
（令和
２年）
（西暦
2020
年）

負担区分（円）

（対象
作物・
畜種等
名）②

３年後
（令和
３年）
（西暦
2021
年）

91.7%

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施後の状況①

成果目
標の具
体的な
内容①



Ⅱ　食品流通の合理化を目的とする取組用

事業内容
（施設区

分、構造、
規模等）

事業費

備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

さい
たま
市

株式
会社
浦和
総合
流通
セン
ター

市
場

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧

被災し
た施設
機能に
対して
100パー
セント
復旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

100.0%

被災し
た施設
機能に
対して
100
パーセ
ント復
旧

業者事務に
資する施設
（卸売業者
事務所の
床・壁張
替、破損箇
所修繕）

6,979,772 2,115,000 0 0 4,864,772 令和2年1月31日

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

成果目標Ⅰ 成果目標Ⅱ

市町
村名

市場
名

事
業
実
施
主
体
名

メ
ニ
ュ
ー

類別

成果目
標の具
体的な
内容

事業実施後の状況

成果目標
の具体的
な実績

完了年月日

２年後
（令和
２年）
（西暦
2020
年）

３年後
（令和
３年）
（西暦
2021
年）

目標値
（令和
３年
年）

（西暦
2022
年）

達成率

１年後
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

類別

成果目
標の具
体的な
内容

事業実施後の状況

成果目標
の具体的
な実績

負担区分（円）

（都道府県名：埼玉県　令和４年度（西暦2022年度））

事業
実施
主体
の評
価

都道
府県
の評
価

計画時
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

１年後
（令和
元年）
（西暦
2019
年）

２年後
（令和
２年）
（西暦
2020
年）

３年後
（令和
３年）
（西暦
2021
年）

目標値
（令和３

年）
（西暦

2022年）

達成率

計画時
（令和
元年）
（西暦
2019
年）



さい
たま
市

浦和
中央
青果
市場
株式
会社

市
場

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧

被災し
た施設
機能に
対して
100パー
セント
復旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

100.0%

被災し
た施設
機能に
対して
100
パーセ
ント復
旧

①売場施設
卸売場施設
（卸売業者
事務所の
床・壁張
替、破損箇
所修繕）
②加工処理
高度化施設
（商品保管
施設の床・
壁張替修
繕）
③付帯施設
業者事務に
資する施設
（卸売業者
事務所のエ
アコン取
換）
④衛生施設
廃棄物の処
理に必要な
施設（発泡
スチロール
減容器（処
理能力30～
40kg）の修
繕）

11,646,800 3,542,000 0 0 8,104,800 令和2年3月23日

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

さい
たま
市

株式
会社
丸和
総合
サー
ビス

市
場

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧

被災し
た施設
機能に
対して
100パー
セント
復旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

100.0%

被災し
た施設
機能に
対して
100
パーセ
ント復
旧

①貯蔵・保
管施設　倉
庫施設及び
冷蔵庫施設
（扉および
冷凍機修
繕）
②市場管理
センター
業者事務に
資する施設
（事務所の
壁修繕（18

ｍ２）、配線
の修繕）

1,045,660 316,000 0 0 729,660 令和2年2月20日

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

さい
たま
市

株式
会社
ユウ
キ屋

市
場

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧

被災し
た施設
機能に
対して
100パー
セント
復旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

被災し
た施設
機能に
対して
100

パーセ
ント復

旧

100.0%

被災し
た施設
機能に
対して
100
パーセ
ント復
旧

総合食品セ
ンター機能
付加施設
関連店舗冷
凍庫（冷凍
庫冷却設備
入替工事）

1,539,120 466,000 0 0 1,073,120
令和元年11月５

日

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

被災
した
施設
機能
に対
して
100
パー
セン
ト復
旧し
た。

２ 別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

３ 「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

４ 「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

５ 「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。


